
-

1,554

23年度

計

24年度

担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　大野　秀敏

25年度

政策・施策名
復興施策の推進

東日本大震災からの復興に係る施策の推進
会計区分 東日本大震災復興特別会計

復興庁

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （復興庁）

作成責任者事業名

事業番号 25新-020

登記事務処理の適正・迅速な実施 担当部局庁

事業開始・
終了(予定）年度

開始：平成２５年度　・　終了：未定

平成23年6月26日東日本大震災復興構想会議提言
　Ⅱ.本論　第1章新しい地域のかたち
　　(5)土地利用をめぐる課題
　　　③被災地における土地の権利関係

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

1,760 1,554

　東日本大震災における被災地復興のため，①倒壊，流出，消失等した建物の職権による滅失登記を行い，②土地の境界の復元及び地図
の修正の作業を実施し，③仙台法務局，福島地方法務局及び盛岡地方法務局管内の特に甚大な被害状況となっている１１登記所の管轄区
域において，登記特設相談所を開設し，各種登記相談を受け付け，また，④復興事業の本格化に伴い，建物の新築に伴う表題登記，所有権
保存の登記及び抵当権設定の登記について，登記の申請件数が急激に増加することが見込まれているため，業務時間中の処理のほか，時
間外における事務処理等により対応することとする。

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

　被災地において，①職権による滅失登記を行うために必要な調査を土地家屋調査士に外部委託して実施し，②土地の境界の復元作業及び
地図の修正作業を土地家屋調査士に外部委託して実施し，③仙台法務局，福島地方法務局及び盛岡地方法務局管内の特に被害の甚大な
地域において登記特設相談所を開設し，司法書士や土地家屋調査士による相談委託等の事業を実施し，また，④復興事業の本格化に伴い，
大幅な増加が見込まれる被災地における建物の新築に伴う表題登記，所有権保存の登記及び抵当権設定の登記について，超過勤務や実
地調査に係る賃金職員の雇用により，遅滞なく事務処理を行う。
本事業は平成２４年度までは法務省において計上していたが，予算計上所管の変更により，平成２５年度以降は復興庁計上事業として実施し
ている（平成２４年度法務省計上事業名　　　震災復興の推進　事業番号0029）

26年度要求

当初予算

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

不動産登記法(平成16年法律第123号）第14条第1項ほか
関係する計画、通

知等

-

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度

補正予算

1,760

執行額

予算
の状
況 繰越し等

-

23年度 24年度
目標値
（　　年度）

18.57 90

執行率（％）

- -

-

成果指標 単位 22年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）
　東日本大震災の被災地区における土地の境界復元作
業及び地図の修正作業について，平成26年度までに90
㎢について検証した上，必要な措置を講ずる。

成果実績 k㎡

％ 20.63達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

　東日本大震災の被災地区における土地の境界復元作
業及び地図の修正作業について，平成26年度までに90
㎢について検証した上，必要な措置を講ずる。

22年度 23年度 24年度

31 0 筆界調査委員の減

主な増減理由

―

- - - (                )

-

25年度活動見込

18.57
活動実
績

（当初見
込み）

k㎡

-

土地の境界復元作業及び地図の修正作業に要した経費を成果実績で除
して算出した。

1,326

単位当たり
コスト

35,446,570円／土地の境界復元作業及び地図修正作業
対象地域１k㎡

算出根拠

39

1

21

1,506

25年度当初予算 26年度要求費　目

委員手当

13 13

借料及び損料

雑役務費

1諸謝金

旅費

消耗品費

-通信運搬費

2 2 -

土地建物借料 -21

計

21

1,554

賃金等

-

124 134

1

賃金単価等の変更に伴う増

1

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

筆界特定に係る参考人謝金の減

35

1

21

光熱水料

1,760

筆界特定調査旅費の減

-

0

-

自動車維持費

地図情報システム機能改修の減



競争入札を行うこと等により，全体コストの削減に努めて
いる。

-

土地の境界復元作業及び地図の修正作業の業務委託
の調達に当たっては，一般競争入札により行っており，低
コストで実施することができている。

点
検
結
果

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事
業
の
有
効
性

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 -

○

事
業
の
効
率
性

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

真に必要なものに限って支出している。

修正後の地図は，登記所において公開されることとなる。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関連する過去のレビューシートの事業番号

「成果目標及び成果実績」，「活動指標及び活動実績」，「資金の流れ」，「費目・使途」，「支出先上位１０者リスト」等の欄については，平成２４年度までの執行実
績に基づくものである。

行政事業レビュー推進チームの所見

平成23年

事業に係る経費の支出先や使途については，調達部署と連絡を密にし，支出先と締結した契約に基づき契約金額及び内容等の把握に努めている。
本事業は，事業の目的に示すとおり極めて重要であり，迅速に実施する必要のある施策であることから，引き続き，本事業を適正円滑に実施していく必要
があるが，未執行部分については，予算のより効率的な執行に努めていく。

受益者との負担関係は妥当であるか。

○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

-

地方自治体等とも連携を図り，国が実施すべきところを実
施している。

復興事業であり優先度は高い。

一般競争入札により実施業者を選定している。

備考

引き続き効率性に留意しつつ予算の執行に努め，土地の境界復元作業及び地図の修正作業並びに登記特設相談所の開設等を行うことによ
り，登記事務を適正・迅速に実施する。

○

単位当たりコストの水準は妥当か。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

東日本大震災の被災地区における土地の境界復元作業及び地図の修正作業並びに被災地における登記申請の適正・迅速な事務処理に資
するため，引き続き効率性に留意しつつ予算の執行に努めること。

○

重
複
排
除

平成22年 平成24年

外部有識者の所見

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

復興事業であり，国が中心となって行うことについて広く
国民のニーズがある。

-資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

-

○

○

項　　目 評価に関する説明評　価

○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

事業所管部局による点検

○

-

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

法務省 
１，９２９百万円 

・震災復興の推進に必要な予算を法務局・地方法務局に

配分 
・震災復興に係る地図情報システムの機能追加開発 

Ａ 法務局・地方法務局 
（５０機関） 

１，４２５百万円 

・震災復興の推進に係る役務の契約等 

【一般競争契約】 

【一般競争契約・随意契約】 

Ｂ  公益社団法人岩手県公共嘱託登
記土地家屋調査士協会ほか 

１，４２５百万円 

・倒壊建物の滅失調査作業に係る役務の

Ｃ  （株）エヌ・ティ・ティ・データほか 
５０４百万円 

・震災復興に係る地図情報システムの機



使　途
金　額
(百万円）

A.

使　途

各会計機関への予算配分

計 1,425

雑役務費

72

費　目

計

C.（株）エヌ・ティ・ティ・データ G.

使　途

579

1,425

雑役務費

E.

金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

雑役務費

雑役務費

雑役務費

金　額
(百万円）

0計

116

B.公益社団法人岩手県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

倒壊建物の滅失調査作業 255

地図の街区単位修正作業(岩泉町岩泉
字太田地区ほか)

地図の街区単位修正作業(宮古市上村
地区ほか)

地図の街区単位修正作業(久慈市中の
橋地区ほか)

47

地図の街区単位修正作業(奥州市前沢
地区ほか)

46

雑役務費
地図の街区単位修正作業(盛岡市北天
昌寺地区ほか)

43

0計

費　目
金　額
(百万円）

雑役務費
震災復興に係る地図情報システムの機
能追加開発

484

使　途
金　額
(百万円）

費　目

金　額
(百万円）

費　目

計 484 計

D. H.

0

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

0 計計 0



支出先上位１０者リスト
B.

C.

70.3%

8

7
（株）ニチマイ
（一般競争入札）

供託書副本電子化作業

1

1

9
（株）ドミックアルファ
（一般競争入札）
（少額随契）

随意契約8 ＮＴＴ東日本（株） 電話料

供託書副本電子化作業（新潟）

4

42.1%

2

44.0%

随意契約

6

6

14

99.7%

2

1

60.5%

10
中京コピー（株）
（一般競争入札）

供託書副本電子化作業 1 6

1

0.4

供託書副本電子化作業

供託書副本電子化作業（長崎）

随意契約

4

93.7%

供託書副本電子化作業（前橋）

地図の街区単位修正作業（相馬・いわき）

4

77.0%

99.0%

6
（株）ムサシ
（一般競争入札）

供託書副本電子化作業 4

10

4
（株）ヤマイチテクノ
(一般競争入札）

5
社団法人福島県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
（一般競争入札）

3 日本郵便（株） 郵便料 18

地図の街区単位修正作業（気仙沼鹿折）

1

1

27

9

地図の街区単位修正作業（岩沼）

99.7%

2
社団法人宮城県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
（一般競争入札）

地図の街区単位修正作業（気仙沼南気仙沼）

境界復元作業

倒壊建物の滅失調査作業 277

1地図の街区単位修正作業（亘理郡山元） 71

43

46 1

255

1

1

99.8%

入札者数支　出　先

倒壊建物の滅失調査作業

1
47

72

99.9%

99.9%

公益社団法人岩手県公共嘱託
登記土地家屋調査士協会
（一般競争入札）

地図の街区単位修正作業(盛岡市北天昌寺地区ほか)

地図の街区単位修正作業(奥州市前沢地区ほか)

支　出　額
（百万円）

業　務　概　要

76

地図の街区単位修正作業(久慈市中の橋地区ほか)

1

落札率

地図の街区単位修正作業(宮古市上村地区ほか) 1116

99.9%

1

1

99.4%

98.8%

94.0%

99.6%1

99.9%

94.3%

地図の街区単位修正作業(岩泉町岩泉字太田地区ほか)

1 95.8%2
東芝ソリューション（株）
（一般競争入札）

登記情報システム用端末装置等 20

（株）エヌ・ティ・ティ・データ
（一般競争入札）

支　出　先

99.9%

落札率

1 震災復興に係る地図情報システムの機能追加開発 484 1

入札者数業　務　概　要
支　出　額
（百万円）


